
様式 C-19 
 
 
 

科学研究費補助金研究成果報告書 
 

平成 24 年 6 月 4 日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

研究成果の概要（和文）： 

 本研究は、イギリス、ドイツ、オーストリア＝ハンガリー帝国、アメリカ、日本の兵器産業

と軍産関係ならびに武器移転の歴史に注目して、両大戦間期における軍縮破綻の構造を多角

的・総合的な視点より解明することを目的としている。特に、武器移転の「送り手」と「受け

手」の世界的な全体構造に焦点を当て、帝国史・国際関係史・経済史の総合化（共著刊行）に

よる軍縮問題研究の再構築を試みた。 

 
研究成果の概要（英文）： 

 The main purpose of this collaborative research is to clarify the multilateral structure of 

the disarmaments and its failure between the wars by focusing on the armament industries 

and industry-military complex in UK, Germany, Austria-Hungary, USA, and Japan. In 

particular, we tried to synthesis (bring to publication) the achievements of the imperial 

history, the history of the international relations and the economic history in order to 

reconstruct the frameworks of the study on the disarmament problems, mainly by focusing 

on ‘senders’ and  ‘recipients’ in the global arms transfer system.  
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１．研究開始当初の背景 

 本研究の課題は、わが国における国際政治

学（具体的には、日本国際政治学会編の『武

器移転の研究』1995年と『両大戦間期の国際

関係史』1999年）や帝国史・国際関係史（具

体的には、平間洋一、イアン・ガウ、波多野
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屋大学出版会、2003年；木村和男編『世紀転

換期のイギリス帝国』ミネルヴァ書房、2004

年；佐々木雄太編『世界戦争の時代とイギリ

ス帝国』ミネルヴァ書房、2006年；渡辺昭一

編『帝国の終焉とアメリカ』山川出版社、2006

年など）の研究課題と連動し、その延長線上

に位置している。本研究は、そうした研究成

果を踏まえて、日欧米兵器産業の比較史研究

と関係史研究の視点より、軍縮と武器移転の

世界史的全体構造を解明することを課題と

してきた。 

 戦間期の軍縮交渉史に関しては、すでに麻

田貞雄『両大戦間の日米関係』（東京大学出

版会、1993 年）や倉松中（分担研究者）の一

連の研究に代表される優れた研究がある。一

方、武器移転に関してもストックホルム国際

平和研究所を中心とした現状分析や世界シ

ステム論と帝国主義論を基礎に据えた歴史

研究（例えば、 K.Krause ,Arms and the 

State:Patterns of Military Production and 

Trade,Cambridge,1992 ； J.Grant, 

Rulers,Guns,and Money: The Global Arms 

Trade in the Age of Imperialism, 

Harvard,2007）があるが、それらとは別に、

奈倉・横井・小野塚らの先駆的な武器移転史研

究により、軍縮史にも新たな可能性が切り開かれつ

つある。奈倉らによる『日英兵器産業とジーメ

ンス事件 −武器移転の国際経済史−』（日本経

済評論社、2003 年）と『日英兵器産業史−武

器移転の経済史的研究−』（日本経済評論社、

2005年）は、日英兵器産業の実証分析を踏ま

えて、日英間の武器移転の実態を「送り手」

と「受け手」の両面よりはじめて解明した。

さらに奈倉・横井・小野塚は、社会経済史学

会第 71 回（2002 年度）全国大会（和歌山大

学）におけるパネル報告（論題「イギリス兵

器産業と日英関係：1900〜1930 年代」）や政

治経済学・経済史学会 2006 年度秋季学術大

会（明治大学）でのパネル報告（論題「国際

経済史研究における『武器移転』概念の射程」

においても、兵器産業と武器移転の歴史研究

の重要性を強調してきた。そこでは武器移転

を武器輸出だけに限定せず、ライセンス供与

や技術者の派遣から武器の運用・修理・製造

能力の移転までの広範な内容を含む概念と

して捉えているが、本研究でもそのような視

点より、共同研究を深化させてきた。 

 

２．研究の目的 

 冷戦構造の崩壊した今日においても、地域

紛争・民族紛争の激化や欧米の兵器産業の海

外展開を背景として、軍縮の推進と武器移転

の規制はますます困難な課題となりつつあ

る。冷戦終結とともに自陣営の兵器市場が縮

小すると、欧米の兵器産業は民需転換を試み

つつも、ほぼ例外なく海外への武器移転を強

化した。本研究の課題は、欧米と日本の兵器

産業の歴史に注目して、こうした武器移転の

問題を、国際関係史と経済史のこれまでの成

果を踏まえて捉え直し、両大戦間期における

軍縮破綻の構造を多角的・総合的な視点より

解明することにある。 

 伝統的な外交史研究が国際関係史研究へ

と移行するのにともなって、その対象領域に

もそれまでの各国外務当局の外交構想や外

交交渉過程だけにとどまらず、政治・経済・

文化団体等のさまざまな非政府組織までが

加えられるようになってきた。しかし、軍縮

交渉の歴史研究においては、軍・政府および

兵器企業の秘密主義に阻まれてきたため、現

在でも政府間交渉の分析が研究の中心的な

地位を占めており、多角的な研究の成果はほ

とんど見られない。本研究は、奈倉・横井・

小野塚らによって開拓されてきた兵器産

業・武器移転史研究の方法と蓄積を駆使する

ことにより、１世紀以上にわたって各国兵器

産業が軍縮と武器移転に対して有してきた

巨大な影響力に注目して、軍縮の困難性の歴

史的な実態を明らかにする。 

 いわゆる帝国主義の時代に巨大産業として

自らを確立した欧米の兵器産業は、第一次大戦

に至る軍拡競争を背景として急成長を遂げ

たが、戦後の軍縮不況期には海外への武器移

転を本格化させた。そして各国政府も兵器製

造基盤の保持という国防上の理由より、それ

を容認ないしは支援してきた。その結果、

1930 年代の再軍備期には兵器の生産拠点は

世界的に拡散し、ついには日本も武器輸出国

に転じるに至った。本研究では、現代的な重

要課題である軍縮と武器移転の問題に焦点

を当てて、イギリス、ドイツ、アメリカ、日

本の兵器産業の構造ならびに政府との関係

を実証的に解明し、そうした視点より帝国

史・国際関係史・経済史の総合化による軍縮

問題研究の再構築を試みた。 

 

３．研究の方法 

 本研究は、国内外の広範な一次資料調査を
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踏まえて、次の三点の解明に努めた。 

 第一に、19 世紀末から第二次大戦前夜まで

の軍拡・軍縮・再軍備の諸局面において、日

欧米における兵器企業と政府との関係（軍産

関係）がどのように推移したのか。 

 第二に、軍縮の社会的経済的影響はどのよ

うな範囲におよんだのか。 

 第三には、戦間期軍縮交渉の破綻の原因と

は何であったか。 

 本研究は、以上の三課題を念頭に置いて、

内外の一次資料の調査・収集を行った。特に、

ジュネーブの国際連盟公文書館、英米の公文

書館、アメリカ議会図書館、ミュンヘン現代

史研究所文書館、防衛庁防衛研究所等で、資

料収集を共同して重点的に行った。 

 また、イギリス、ドイツ、オーストリア＝

ハンガリー帝国、アメリカ、日本の各国兵器

産業の資料調査をそれぞれの担当者が「武器

移転」や「政府との関連」という共通の視点

から進めてきた。 

 海外研究協力者との情報交換や打合せは

主としてメールで行ったが、資料収集のた

めに渡航した際には打合せ会議を開催して、

研究課題を確認し合い協力体制を構築して

きた。また、国内では研究分担者が中心と

なって定期的に研究会を開催し、それぞれ

の研究課題の進捗状況を報告し合い、相互

の連関についても検討してきた。 

 

４．研究成果 

(1)2005 年 10 月、政治経済学・経済史学会内

に「兵器産業・武器移転史フォーラム」が開

設され、以降、定期的に研究会を開催し、国

内研究者ネットワークの充実に努めてきた

（2011 年 12 月に東京大学経済学部で第 32

回研究会を開催、現在、会員総数は 100 名を

超える）。 

(2)学会報告：2009 年度政治経済学・経済史

学会秋季学術大会（岡山大学）パネル報告「武

器移転史のフロンティア -人・もの・武器の

交流の世界史的意味-」、2009 年度社会経済

史学会全国大会（東洋大学）パネル報告「ド

イツ第三帝国の軍拡政策と国際関係 -軍縮と

武器移転の総合的歴史研究-」、2011 年度政治

経済学・経済史学会秋季学術大会（立命館大

学）パネル報告「第一次大戦後の日本陸海軍

軍縮と兵器関連産業・兵器生産」、以上３度

の関係学会でのパネル報告によって、共同研

究の成果を発表することが出来た。 

(3)個別研究の成果発表以外に、共同研究の

成果（横井・小野塚編『軍拡と武器移転の世

界史』日本経済評論社）を 2012 年 3 月に刊

行することができた。本書においては、高橋

裕史「近世東アジアにおける武器移転の諸問

題」、竹内真人「イギリス帝国主義と武器＝

労働交易」、高田馨里「第二次大戦直後のア

メリカ武器移転政策の形成」、田嶋信雄「第

三帝国の軍拡政策と中国への武器輸出」、西

牟田祐二「第三帝国の軍事的モータリゼーシ

ョンとアメリカ資本」、永岑三千輝「ホロコ

ーストの力学と原爆開発」など、本共同研究

の研究分担者や連携研究者の研究成果を収

録することが出来た。 

(4)大量殺戮兵器の拡散阻止は、冷戦後の安全

保障の最重要課題である。武器・小型兵器の

拡散も、武力紛争を激化させて途上国の開発

支援を阻む重大問題である。にもかかわらず、

なぜ兵器の拡散は止められないのか。軍縮を

阻む要因とは何なのか。本共同研究では、上

記の（1）（2）（3）を通して、こうした問題

の本質を武器移転の世界史的な構造の中に

追究し、一定の成果を残すことができた。 

 

５．主な発表論文等 

（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に

は下線） 

〔雑誌論文〕（計 37 件） 

１. 田嶋信雄「ナチス・ドイツと中国国民政

府 1933-1936 年（二）―中独条約成立

の政治過程」『成城法学』第 80 号、2011

年、1-34 頁、査読なし。 

２. 田嶋信雄「中日戦争与日徳中蘇関係」（楊

天石・侯中軍編『戦時国際関係』北京：

社会科学文献出版社），2011 年、38－57

頁、査読なし。 

３. 田嶋信雄「日本から見たドイツの戦争」

（防衛省防衛研究所編『平成 21 年度戦争

史研究国際フォーラム報告書』）、52-58 頁、
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pp.37-55, 査読あり。 
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頁、査読なし。 
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九〇－一九四五』（東京大学出版会,2009

年）全 3 巻、第Ⅰ巻 全 318 頁、第Ⅱ巻 全

318 頁、第Ⅲ巻 全 324 頁。 

28. 田嶋信雄「ゼークトの中国訪問 1933

年」『成城法学』第 77 号、2008 年、5-48 頁、

http://www.seijo-law.jp/faculty/public/info/pdf_slr/SLR-079-045.pdf
http://www.seijo-law.jp/faculty/public/info/pdf_slr/SLR-079-045.pdf
http://www.seijo-law.jp/faculty/public/info/pdf_slr/SLR-077-005.pdf
http://www.seijo-law.jp/faculty/public/info/pdf_slr/SLR-077-005.pdf
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クハウス演説の歴史的意味」『横浜市立大学

論叢』 第 61 巻第 3 号、2010 年、99-125 頁、

査読なし。 

30. 永岑三千輝「ハイゼンベルグと原爆開発」

『横浜市立大学論叢』第 60 巻、社会科学系

列、第 2・3 合併号、2009 年、49-95 頁、査

読なし。 

31. 永岑三千輝「独ソ戦・世界大戦の展開と

ホロコースト」『ロシア史研究』第 82 号、

2008 年、17-25 頁、査読なし。 

32. 奈倉文二「第一次世界大戦期の日本爆発

物会社と技術移転」『軍事史学』第 46 巻第 4

号、2011 年、61-78 頁、査読あり。 

33. 奈倉文二「兵器機械商社・高田商会の活

動（1881〜1912 年）―アームストロング社 

 の対日活動との関連を探りつつ」『独協経

済』 第 90 号、2011 年、1-13 頁、査読なし。 

34. 奈倉文二「日露戦争期の各海軍工廠の生

産体 制」『軍事史学』第 44 巻第 4 号、2009

年、66-81 頁、査読あり。 

35. 千田武志「海軍の兵器独立に果たした呉

海軍造兵廠の役割」『呉市海事歴史科学

館（大和ミュージアム）研究紀要』第 5

号、2011 年、20-44 頁、査読あり。 

36. 千田武志「呉海軍工廠の発展と役割」『軍

事史学』第 44 巻第 4 号、2009 年、54-65

頁,査読あり。 

37. 竹内真人「イギリス帝国主義と南西太平

洋の武器・労働交易」『三田学会雑誌』第

101 巻第 3 号、137-160 頁、2008 年、査読

あり。 
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史のフロンティア -人・もの・武器の交流
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木淳） 

4. ONOZUKA, Tomoji,"Rational 
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